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中間決算公告 
 

平成 30年 12月 21 日 

 
東京都千代田区丸の内2丁目7番3号 東京ビルディング

ジェー・ピー・モルガン・チェース・バンク・

ナショナル・アソシエーション

（JPモルガン・チェース銀行　東京支店）

日本における代表者兼東京支店長  李家輝  
 

中間貸借対照表 (平成 30 年 9月 30 日現在) 

（単位：百万円）

金　　額 金　　額

2,833,570  713,051  

1,750,000  827  

31,111  299,876  

1  1,041,865  

33,550  未払法人税等 427  

95,916  金融派生商品 991,892  

7,012  金融商品等受入担保金 34,424  

1,021,798  その他の負債 15,121  

金融派生商品 966,895  944  

その他の資産 54,903  236  

2  4,287  

0  3,868,253  

前払年金費用 101  小計 5,929,343  

支払承諾見返 4,287  2,000  

貸倒引当金 △250  △2,329  

152,448  536  

5,929,550  5,929,550  

有形固定資産

現金預け金 預金

コールローン 借用金

その他負債

有価証券

貸出金

債券貸借取引支払保証金 外国為替

その他有価証券評価差額金

合    計 合    計 

科         目 科         目

繰延税金負債

支払承諾

無形固定資産 本支店勘定

本支店勘定

外国為替

その他資産

賞与引当金

買入金銭債権

持込資本金

中間繰越利益剰余金
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                                                 中間損益計算書 

 
 

 （単位：百万円）

24,023  

3,739  

( 1,222  )

( 147  )

7,960  

11,418  

904  

22,307  

2,502  

( 600  )

5,591  

8,233  

5,979  

1,716  

0  

1,716  

378  

455  

833  

882  

△2,236  

975  

△2,329  

（本店からの補塡金）

本店への送金

中間純利益

特別利益

税引前中間純利益

繰越利益剰余金（当期首残高）

法人税等合計

中間繰越利益剰余金

法人税等調整額

法人税、住民税及び事業税

その他業務収益

役務取引等費用

経常利益

その他業務費用

営業経費

その他経常収益

(うち預金利息)

経常費用

資金調達費用

金　　　　　　　額科　　　　　目

資金運用収益

役務取引等収益

(うち有価証券利息配当金)

経常収益

(うち貸出金利息)

で

平成 30 年 4 月 1 日から 

平成 30 年 9 月 30 日まで 
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重要な会計方針 

 

1． 有価証券の評価基準及び評価方法 

   有価証券の評価は、中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移

動平均法により算定）により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につい

ては、全部純資産直入法により処理しております。 

 

2． デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

   デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。なお、金融商品会計に関

する実務指針に定める要件を満たすデリバティブ取引の時価評価による金融資産と金融

負債については相殺表示を行っております。 

 

3． 固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

その他の有形固定資産は、定額法を採用しております。 

  主な耐用年数は以下の通りであります。 

   その他の有形固定資産 ２年～15 年   

 

（2）無形固定資産 

無形固定資産は定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

 

4． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建資産・負債及び海外本支店勘定は、中間決算日の為替相場による円換算額を付し

ております。 

 

5． 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務

指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号 平成 24 年 7月 4 日）に

規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類

し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上し

ております。 

 すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、審査部及び財務部が共同して資産査

定を実施しております。 

 

（2）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支給に備えるため、及び親会社の運営する株式報酬

制度にかかる将来の費用負担に備えるため、当中間期に帰属する金額を計上しておりま

す。 

 

（3）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額

を計上しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当中間期

末までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によっております。なお、過去

勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）

による定額法により費用処理 

数理計算上の差異 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期

から費用処理 
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6． 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

1．  現金担保付債券貸借取引により受け入れている有価証券のうち、売却又は（再）担

保という方法で自由に処分できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れて

いる有価証券は 10,244 百万円、当中間期末に当該処分をせずに所有している有価証券

は 20,763百万円であります。 

 

2．  貸出金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権

の該当はありません。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ

の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息

を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出

金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第１項第３号

のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ

ります。 

延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま

す。 

３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

また、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、 

金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな 

る取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しな 

いものであります。 

 

3．  ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及

び表示」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 3 号 平成 26 年 11 月 28 日）に

基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の元本の中間期末残高の

総額は 6,234百万円であります。 

 

4．  担保に供している資産は次のとおりであります。 

 その他の資産には金融派生商品取引支払保証金が43,522百万円及び先物取引差入証

拠金が3,014百万円含まれております。 

 

5．  当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限

度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は、620,851 百万円であります。 このうち契約残存期間 1 年以内のものが

569,667 百万円あります。 

 

6．  支店の代表者との間の取引による支店の代表者に対する金銭債権又は金銭債務とし

て該当するものはありません。 
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 (金融商品関係) 

 金融商品の時価等に関する事項 

平成 30 年 9 月 30 日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を

省略しております。 
  

(単位：百万円）

中間貸借対照表計
上額

時価 差額

(1) 現金預け金 2,833,570  2,833,570  -         

(2) コールローン 1,750,000  1,750,000  -         

(3) 債券貸借取引支払保証金 31,111  31,111  -         

(4) 買入金銭債権 1  1  -         

(5) 有価証券

その他有価証券 33,550  33,550  -         

(6) 貸出金 95,916  

　貸倒引当金(＊１） △230  

95,686  95,686  -         

(7) 外国為替 7,012  

　貸倒引当金(＊１） △6  

7,005  7,005  -         

(8) その他資産

金融商品等差入担保金 43,522  43,522  -         

(9) 本支店勘定 152,448  152,448  -         

資産計 4,946,896  4,946,896  -         

(1) 預金 713,051  713,051  -         

(2) 借用金 827  827  -         

(3) 外国為替 299,876  299,876  -         

(4) その他負債

金融商品等受入担保金 34,424  34,424  -         

(5) 本支店勘定 3,868,253  3,868,253  -         

負債計 4,916,433  4,916,433  -         

デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの (24,997) (24,997) -         

デリバティブ取引計 (24,997) (24,997) -          
 

（＊１）貸出金又は外国為替に対応する一般貸倒引当金を控除しております。尚、貸出金及

び外国為替以外の科目については、対応する貸倒引当金の重要性が乏しい為、中間貸借対照

表上計上額にて計上しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債

務となる項目については、( )で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）現金預け金 

 満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

 

（２）コールローン、（３）債券貸借取引支払保証金、（４）買入金銭債権 

 これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることか

ら、当該帳簿価額を時価としております。 

 

（５）有価証券 

 債券は取引所の価格又は合理的に算定された価格等によっております。 
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（６）貸出金 

 貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用

状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。固定金利によるものは全て約定期間が短期間（１年以内）の

もので、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格を時価としております。 

 

（７）外国為替 

 外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）及び外国為替関連の短期貸付

金（外国他店貸）であります。これらは、満期のない預け金と貸出金、或いは約定期間が短

期（１年以内）の取引であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時

価としております。 

 

（８）金融商品等差入担保金（その他資産） 

 金融商品等差入担保金は、短期で値洗いされるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

 

（９）本支店勘定 

 本支店勘定は、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価格と近似しているこ

とから、当該帳簿価格を時価としております。 

 

負 債 

（１）預金 

 要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな

しております。 

 

（２）借用金 

 これらは、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価格と近似していることか

ら、当該帳簿価格を時価としております。 

 

（３）外国為替 

 外国為替のうち、他の銀行から受け入れた外貨預り金及び非居住者円預り金は満期のない

預り金（外国他店預り）であり、また、外国為替関連の短期借入金（外国他店借）も満期の

ない借入金であります。これらの時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を

時価としております。 

 

（４）金融商品等受入担保金（その他負債） 

 金融商品等受入担保金は、短期で値洗いされるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

 

（５）本支店勘定 

 本支店勘定のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の

信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、全て約定期間が短期間（１年以

内）のもので、時価は帳簿価格と近似していることから、当該帳簿価格を時価としておりま

す。 

 

デリバティブ取引 

 デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利スワップ等）、通貨関連取引（通貨

オプション、通貨スワップ等）及び債券関連取引（債券先物）であり、取引所の価格、割引

現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 
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（有価証券関係） 

その他有価証券（平成 30年 9月 30日現在） 
   

中間貸借対照表 取得原価 差額

計上額
（百万円） （百万円） （百万円）

株式             -             -             - 

債券 33,550 32,777 773

　国債 33,550 32,777 773

　地方債             -             -             - 

　短期社債             -             -             - 

　社債（公社公             -             -             - 
その他             -             -             - 

小計        33,550        32,777           773 

株式             -             -             - 

債券             -             -             - 

　国債             -             -             - 

　地方債             -             -             - 

　短期社債             -             -             - 

　社債（公社公
団債）

            -             -             - 

その他             -             -             - 

小計             -             -             - 

33,550 32,777 773合計

種類

中間貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の

中間貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの

 
 

(注）中間貸借対照表計上額は当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上した

ものであります。 

 

 

（税効果関係） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであり

ます。 
 

繰延税金資産     

税務上の繰越欠損金   1,087  百万円 

賞与引当金     173    

その他   2,367    

繰延税金資産小計   3,628    

評価性引当額 △3,628    

繰延税金資産合計       -    

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額     236    

繰延税金負債合計     236    

繰延税金資産（負債）の純額     236  百万円 

 

 

（中間損益計算書注記） 

1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。   

    

2. 本店経費負担額                     1,914 百万円 

当該負担額の内訳は次のとおりです。   

（1） 直接経費（派遣職員給与等）          34 百万円 

（2） 間接経費割当額           1,880 百万円 
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（重要な後発事象に関する注記） 

 事業年度の変更 

 平成 30年 6 月 1日付で、銀行法等の一部を改正する法律が施行されたことに伴い、

外国銀行支店の事業年度について、従来定められていた 4月 1 日から翌年 3 月 31 日までの期

間に加え、外国銀行本店の事業年度の期間と同一の期間も定義され、外国銀行支店はいずれ

の事業年度を選択することが可能となりました。そのため、当行では、本店の事業年度と同

一の事業年度にするため、事業年度を 1月 1日から 12 月 31日までへ変更することといたし

ました。当該変更に伴い、平成 30年度の事業年度につきましては、平成 30年 4 月 1 日から

平成 30年 12月 31 日までとなります。 

 


